
●育児休業等の取得状況

ア）男性職員の育児休業取得率（令和４年度）　※括弧内は令和３年度

一般行政
部門

公営企業
等

27.2% 54.1% 56.2% 44.8% 26.9% 18.2% 17.0% 100.9%

(14.9%) (40.7%) (-) (-) (9.7%) (7.3%) (10.6%) (101.7%)

39.9% 64.7% 65.3% 62.4% 26.6% 21.7% 99.3%

(28.9%) (47.8%) (-) (-) (15.4%) (16.1%) (100.0%)

36.4% 42.6% 44.1% 35.1% 11.1% 39.3% 99.9%

(24.2%) (29.0%) (-) (-) (5.5%) (25.3%) (99.4%)

31.8% 48.6% 49.9% 42.0% 26.9% 16.4% 19.2% 100.3%

(19.5%) (34.5%) (-) (-) (9.7%) (8.4%) (12.4%) (100.6%)
※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する調査年度中の新規取得者数（調査年度以前に取得可能

となって、調査年度中に新たに育児休業を取得した者を含む）の割合である。このため、取得率が100％を超えることがある。
※R4年度から従来の「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」に区分して調査を実施。

※R4年度から従来の「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」に区分して調査を実施。
そのため、R3年度からR4年度にかけて、「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」
に分岐させて表記している。

※国家公務員（全体）の最新公表値は、本資料公表時点でR３年度。
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○ 令和４年度に新たに育児休業を取得した男性職員

は20,057人で取得率31.8％、女性職員は47,760人で取得率100.3％。

○ 男性職員の育児休業取得率は、前年度から12.3ポイント増加となっており過去最高と

なっているものの、国家公務員の取得率（R3：34.0％）と比べ低水準となっている。

○ 育児休業期間の分布状況について、男性は２週間以上１月以下が36.2％と最も多く、次

いで１月超３月以下が23.0％となっている。女性は12月超24月以下が36.1％と最も多く

なっている。

○ 団体区分別・部門別にみると、団体間・部門間の差が大きく、団体区分別では都道府県

（27.2％）で、部門別では消防部門（16.4％）と教育委員会（19.2％）で、特に低水準となっ

ている。団体区分別では指定都市、市区町村で、部門別では警察部門で、取得率が大

きく増加している。

○ 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇については、両休暇を合わせて５日以上

取得した職員の割合が48.2％と増加（対前年比＋6.9％）しているものの、国家公務員

の取得率（R3：86.4％）と比べ低水準である。

※参考：男性の育児休業取得率（最新公表値）

国家公務員 34.0％（令和３年度）

民間企業 17.13％ (令和４年度調査)
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地方公務員における働き方改革に係る状況

～令和４年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要（抜粋）～
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イ）男性職員の育児休業取得率の上位団体

【全部門合計（都道府県）】 【全部門合計（指定都市）】

団体名 取得率
前年度
取得率

団体名 取得率
前年度
取得率

1 秋田県 57.0% 42.3% 1 千葉市 78.2% 83.2%

2 岩手県 52.4% 21.9% 2 福岡市 60.5% 34.7%

3 山形県 46.4% 30.5% 3 新潟市 58.7% 33.5%

4 福島県 45.3% 26.0% 4 京都市 50.5% 29.2%

5 鳥取県 44.2% 44.3% 5 岡山市 45.4% 32.4%

6 高知県 41.9% 34.5% 6 さいたま市 44.8% 32.2%

7 福井県 41.6% 26.5% 7 北九州市 43.8% 39.5%

【警察部門（都道府県）】 【消防部門（都・指定都市）】

団体名 取得率
前年度
取得率

団体名 取得率
前年度
取得率

1 岩手県 107.6% 20.6% 1 千葉市 116.7% 114.8%

2 秋田県 77.5% 46.0% 2 新潟市 60.0% 17.9%

3 富山県 70.8% 10.0% 3 福岡市 51.3% 18.6%

【教育委員会部門（都道府県）】 【教育委員会部門（指定都市）】

団体名 取得率
前年度
取得率

団体名 取得率
前年度
取得率

1 東京都 48.3% 14.8% 1 千葉市 58.5% 75.9%

2 沖縄県 27.1% 20.6% 2 福岡市 37.6% 15.0%

3 大阪府 25.9% 16.0% 3 新潟市 29.3% 18.2%

ウ）育児休業期間の状況（令和４年度)
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エ）配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況（令和４年度） （単位：人）

※「令和４年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」には、いずれか又は両方の休暇制度を設けていない団体における
　「令和４年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」を含む。

配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況の推移

※国家公務員の最新公表値は、本資料公表時点でR３年度。

オ）両休暇を５日以上取得した職員の割合（全合計、都道府県・指定都市）の上位団体

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数に対する調査年度中の両休暇を合わせて５日以上取得した

　職員数の割合である。

京都府 67.6% 71.9% 59.2%

(64.6%) (83.4%)

49.4%福岡県 67.8% 56.3% 61.8%

(48.2%)

R4年度
取得率

群馬県 74.5% 42.2% 67.2%

R3年度
取得率

72.2%

52,631 30,406

令和４年度中に
新たに育児休業が
取得可能となった

男性職員数

配偶者出産休暇
を取得した職員数

育児参加のため
の休暇を取得した

職員数

いずれか又は両方
の休暇を取得した

職員数

両休暇を合わせて
５日以上取得した

職員数

神奈川県 63.8% 54.8%

63,128 49,559 40,754

団体名
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(100.0%) (78.5%)

福島県 64.4% 41.8% 56.9%

東京都 64.6% 41.1%

53.4%

団体名

新潟市

岡山市
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札幌市

仙台市

熊本市

横浜市 56.7%

58.3%

64.4%

52.9%

53.0%

47.8%

64.8%

78.0%

（地方）79.4%
81.3%

79.8%
83.4%

88.1%
92.7% 93.6% 94.9%

23.5%
27.9%

37.0%
41.3%

48.2%

67.8%

（国）79.6% 84.9% 86.4%
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